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Ａ－２０ 空き家の活用に関する相談事業 

事業主体 一般社団法人宮崎県宅地建物取引業協会 

対象地域 宮崎県 

事業概要 

・宮崎県全域を対象とした相談体制を、県及び市町村、建築士会、解体工事業協同

組合、建築住宅センター、司法書士会等と連携して整備。 

・宮崎市内の協会本部に広域相談窓口 1 箇所、県北、県南の 2 支部に地域相談窓口

を設置し、全県の相談に対応。 

成果計測指標 

（相談対応件数） 

空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数 

空き家利用希望者 

からの相談件数 
合計 

事業期間内の目標 ２０件 ３０件 ５０件 

本事業期間内の成果 

（H28 年 2 月 26 日時点） 
２０件 ０件 ２０件 

 

１．事業の背景と目的 

宮崎県の空き家率は、平成 25 年住宅・土地統計調査によると、１３．９％で全国平均（１３．１％）よ

り高く、特に他の空き家より管理が不十分になりがちな「その他」の空き家率が高いことから、適正管理

や流通、解体等の相談対応や耐震調査等の体制整備が急務となっている。 

当協会では、現在実施中の県営住宅指定管理業務等において相談対応ノウハウを有する建築士及び宅地

建物取引士等の専門家による常設の広域相談窓口を整備して、空き家所有者や相続人（予定人）、移住等の

空き家活用希望者等へのきめ細やかな相談対応を図ることを目的とする。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要 

【基幹事業】 

取組項目 概 要 

1）相談業務に

必要となる

基礎情報調

査 

①空き家管理代行サ

ービス事業者、解体

業者等の把握 

・協会会員 820 社にアンケートを実施し、管理代行サービスなどを実

施している会員 20 社を把握。サービス内容や料金等を調査、整理し

た。 

・解体業者については、解体工事業共同組合に加盟している各地区の

組合員リストを入手。 

②市町村の担当部

署・支援制度の把握 

・県と連携して、「市町村空家連絡調整会議」に出席。協会の取り組み

を説明、周知した。 

更に、昨年度から受託している県移住・空き家バンク事業の中で、

空き家バンク情報、移住支援制度について一覧表に整理した。 

③空き家の相談事例

や活用上の課題等

の把握 

・会員アンケートから、空き家流通上の問題点及び空き家相談事例を

整理した。 

2）相談員の研

修・育成 

①相談マニュアルの

作成 

・建築士会に委託。マニュアル作成の場を相談員研修と位置づけ、売

買、賃貸、税、相続、解体等の専門内外の基本情報を網羅。項目ご

とのポイントをまとめたＱ＆Ａ方式で、改善改良できる加除方式の

マニュアル化を図った。 

②相談員の研修 ・相談員は協会事務局職員の宅建士と一級建築士で構成。 

相談員研修は、空き家管理代行サービス、解体、インスペクション

などの専門家による研修会を実施。 
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次年度以降の相談体制構築のため、相談員のほか協会自主事業であ

る不動産無料相談員（36 名）も対象とした。 

3）空家等所有

者への情報

提供に資す

る資料の作

成 

①県民向け、所有者向

け「空き家相談・活

用リーフレット」の

作成 

・空き家所有者向けに、空き家に関するよくある質問（Ｑ＆Ａ）や関

連事業者リスト等をまとめたリーフレットを作成。市町村担当窓口、

協会会員、関係連携先などに配布した。 

4）相談事務の

実施 

①無料相談窓口の設

置と空き家何でも

相談ダイヤルの開

設 

・協会本部を総合窓口として、県南支部及び県北支部を含めた３箇所

に常設の相談窓口を開設。 

・フリーダイヤルの「空き家何でも相談ダイヤル」を設置。 

②無料相談会の開催 ・協会自主事業として実施している毎月第１・第３水曜日の「不動産

無料相談会」を広報し、空き家相談と同時開催を行った。 

③専門相談・苦情相談

の取り次ぎ 

・関係協力機関に相談対応を依頼し、相談窓口の一覧表を作成。特に、

苦情相談の取り次ぎについては、県開催の「市町村空家連絡調整会

議」に出席し、県作成の「空き家相談マニュアル」と協会作成のマ

ニュアルを補完使用。 

④窓口の周知 ・協会ホームページ、新聞広告、県営住宅定期募集チラシに掲載。ま

た、「無料相談窓口開設チラシ」を作成し、協会３支部、市町村、関

係団体、消費生活センター等に配布した。 

 

【効果促進事業】 

事業項目 概要 

①県民向け空き家セミナーの実施 ・空き家所有者向けに「相続」と「税金」をテーマに専門家によるセ

ミナーを実施。 

 

（２）事業の手順 

事業は以下の手順で進めた。 

図１ 事業フロー 
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（３）事業内容 

１）相談事業に必要となる基礎調査 

①空き家管理代行サービス事業者、解体業者等の把握 

協会会員（８２０社）にアンケート調査を実施し、空き家問題意識の把握や管理代行サービス等の実

施状況を把握。 

管理代行サービスを実施している会員業者については２０社あり、県内では馴染みが薄い業界である

ことから管理内容等について聞き取り調査を行った。なお、２０社のうち管理実績のあるのは１５社に

留まる。 

解体業者については、ヒアリングにより解体費用や費用に影響する要因等を把握し、マニュアルに反

映した。業者紹介方法は、解体工事業協同組合と調整の上、1）解体工事業協同組合に取次ぐ、2）協会

会員が普段使っていて安心できる業者を実績込みで複数社紹介するとの 2 ケースで対応することになっ

た。 

 

表１ 空き家管理代行サービス業者リスト(一部抜粋) 

 
サービス内容 費用 

対象 

地域 
実績 

火災保険加

入の条件付

け 

 

 

Ａ社 

（宮崎市） 

換気・郵便物等チェック・外

周りチェック 

月１回の報告 

５０００円/月 

遠方、サービス内容に

より相談のうえＵＰ 

宮崎市 

近郊 
２件 している 

Ｂ社 

（都城市） 

月２回の換気・見廻り 

自家用車のエンジンかけ 

災害対応 

３０００円/月 

４ヶ月更新 
都城市内 １件 している 

Ｃ社 

（宮崎市） 

月１回の訪問と報告（写真貼

付） 

換気・通水・各所のチェック

と写真撮影（外周り・室内・

天井・各メーター・隣地との

境界・ポスト内） 

台風等の損壊は別途確認し報

告、修繕等はオーナーに任せ

る 

２５００円+税/月 
宮崎市内

一円 

１０

件 

している 

保険証書の

写しを提出

してもらっ

ている 

Ｄ社 

（延岡市） 

換気・通水・周囲のチャック

月１回の報告書提出 
３０００円/月 

県北中心

都農ぐら

いまで 

５件 加入が前提  
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②市町村の担当部署・支援制度の把握 

市町村の支援制度については、昨年度から受託している「県移住・空き家バンク事業」の中で作成し

たものを、前年に引き続き、再度、調査改訂し一覧表にまとめた。県事業の中で、協会会員及び市町村

担当者を対象に１１月６日に「移住促進・空き家バンクに関する研修会」を開催し、当協会の「空き家

相談窓口」開設の周知を図り、市町村移住担当者との意見交換会を行った。 

なお、市町村の特定空家の取り組みについては、県の要請を受けて当協会も連携協力して取り組むこ

ととして１２月２２日に開催された「市町村空家連絡調整会議」に出席。会議の中で協会の空き家相談

取り組みを説明・案内するとともに、協会作成の相談マニュアルについても紹介し、相談対応について

連携を図ることを確認した。また、県作成の相談マニュアルと補完使用が可能となっている。 

 

 

表２ 空き家関連の市町村支援制度（一部抜粋） 

市町村名 担当課係 

空き家バンク 移住 

(定住) 

支援 

空き家の活用・除却等の支援 

有無 
登録数

（件）
活用 改修 除却 その他 

宮崎市 住宅課  － ●※ ● ●※ ●※  

西都市 総合政策課 ● ３ ●  ●   

都城市 総合政策課 ● ２ ●  ●   

日南市 地域振興課 ● 
住宅 12

空地 10
●  ●   

串間市 総合政策課 ● ５      

延岡市 企画課 ● １     住宅診断無料 

日向市 総合政策課 ● １   ●   

五ヶ瀬町 企画課 ● ４ ●     

椎葉村 地域振興課 ● ３  ● ●   

※：宮崎市「青島地域モデル事業（空き家対策補助金） 

 

③空き家の相談事例や活用上の課題等の把握 

協会会員アンケートから、空き家流通上の課題、空き家相談事例を整理した。 

アンケートにより、会員窓口での相談が売買や賃貸等の専門分野だけでなく、解体や相続に関するも

のが３割を占めることが確認できた。 

また、流通の課題としては、相続、税、行政との連携等が挙げられ、会員の空き家に対する取り組み

意欲が高いことが把握できた。 
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表３ 協会会員アンケート調査結果 

 

実施日 平成２７年１０月２１日～１０月３０日 

有効回答数 １８４件（２２．４％） 

質 問 回 答 回答数 比率(％)

Ｑ１  

空き家についてどのような相談を

うけたことがありあますか。（複数

回答可） 

１ 売買 １４７ ３３.０

２ 賃貸 １０２ ２２.９

３ 管理 ４３ ９.７

４ 解体 ７３ １６.４

５ 相続 ６０ １３.５

６ その他 ２ ０.４

７ 相談を受けたことがない １８ ４.０

Ｑ２  

空き家が増えてきているという実

感がありますか。 

１ 実感している １３４ ７３.６

２ あまり実感がない ４７ ２５.８

３ 全く実感がない １ ０.５

Ｑ３  

空き家が増えて、不動産業界を取

り巻く環境に変化があると思いま

すか。 

１ 強く思う ５２ ２８.４

２ そう思う １１３ ６１.７

３ あまり思わない １７ ９.３

４ 全く思わない ０ ０.０

５ その他 ２ ０.５

Ｑ４  

空き家については、県や市などの

行政が空き家バンクや移住に関す

る施策として様々な取り組みを行

っていますが、どのように思われ

ますか。 

１ 積極的に取り組みたい ３９ ２１.４

２ 要請があれば協力したい １０２ ５６.０

３ 内容がよく分からない ２８ １５.４

４ 仕事に結びつくとは思えない １０ ５.５

５ その他 ５ １.６

Ｑ５  

空き家が流通していくためには、

今後どのような課題があると思わ

れますか。（複数回答可） 

１ 融資関係 ５１ １１.４

２ 税関系 ８９ １９.９

３ 相続関係 １２０ ２６.８

４ 相談体制 ５７ １２.７

５ 行政との連携 ８７ １９.４

６ インスペクション ３７ ８.３

７ その他 ７ １.６

Ｑ６  

空き家管理代行サービスなどを実

施していますか。 

１ 実施している ２０ １１.０

２ 実施していない １３２ ７２.５

３ 今後実施予定又は検討中 ３０ １６.５
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２）相談員の研修・育成 

①相談マニュアルの作成 

マニュアル作成にあたっては、(一社)宮崎県建築士会へ委託。ワンストップ型の相談窓口として対応

するため、広域及び地域相談窓口の相談員全員（計８名）に空き家に関する質問を自由に提出させ、こ

れに回答する形で売買、賃貸、税、相続、解体等の専門内外の基本情報を網羅した。項目ごとのポイン

トをまとめたＱ＆Ａ方式で、次年度以降に改善改良できるよう加除方式のマニュアル化を図った。 

また、索引頁を設けるなど使い勝手のいいマニュアルを目指した。 

 

図２ 相談マニュアル目次 
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図３ 相談マニュアル（抜粋） 

 

   

    



8 

 

表４ 項目毎のポイント（Ｑ＆Ａ）のＱ（質問項目）の抜粋 

項 目 Ｑ（質問項目） 

全 般 

・空き家って、どんな家のことでしょうか 

・空き家に関する総合的な窓口はどこですか。 

・「空き家問題」という言葉を耳にしますが、どのような問題があるのでしょうか。 

・空き家の所有者にはどのような責任がありますか。 

・特定空家等に該当するとどうなるのですか。 

管 理 

・維持管理が大変で業者に任せたいと思っていますが、どのような内容で行っているのでしょうか。 

・空き家が古くなっており、構造的に大丈夫なのか不安です。どこに相談すればよいでしょうか。 

・建物の管理をする人がいない場合はどうなるのでしょうか。 

・空き家管理のポイントを教えて下さい。 

・空き家管理代行サービスの内容や費用について教えて下さい。 

・空き家は火災保険に入れますか。 

売る・貸す 

・空き家に家財が残っていますが、そのまま貸し出しすることは可能でしょうか。 

・改修しないと売却したり、貸し出したりできませんか。 

・住宅の改修費用は貸し主・借り主のどちらが負担するのでしょうか。 

・どのくらいの賃料で貸せるのか、いくらで売れるのか、どこに相談すればよいでしょうか。 

・土地・建物を売りたいのですが、相場を知るにはどうしたらよいでしょうか。 

・一括査定サービスのメリット・デメリット・注意点について教えて下さい。 

・売却したいのですが、なかなか買い手がつきません。どうすれば買い手が見つかるでしょうか。 

・定期借家制度のポイントについて教えて下さい。 

・家を売却するときにかかる費用はどんなものがありますか。 

・空き家を今流行りの民泊に活用できないかと考えています。どうすればよいでしょうか。 

・既存住宅のインスペクションとは、どういうものですか。内容や費用等について教えて下さい。 

買う･借りる 

・物件をどのように探せばよいでしょうか。 

・空き家の情報はどこで見られますか。 

・不動産業者への仲介手数料は発生するのでしょうか。 

・空き家を自分たちで改造してもよいでしょうか。 

・中古住宅を買う場合の諸費用について教えて下さい。 

・敷金と礼金はどう違うのでしょうか。 

・田舎暮らしをして、家庭菜園を楽しみたいので古民家があれば紹介して下さい。 

改 修 ・リフォームできることとできないことについて教えて下さい。 

解 体 

・廃屋を壊したいのですが、資金がありません。どこに相談すればよいでしょうか。 

・空き家の解体費用は、いくらぐらい必要でしょうか。 

・建物を解体する場合の届出について教えて下さい。滅失登記について教えてください。 

・解体工事でローンを組むことができますか。 

・跡地の利用はどうしたらよいのでしょうか。 

・分別解体とは何ですか。 

・解体業者はどうやって選べばよいでしょうか。 

相 続 

・死亡した父母の空き家の相続はどうしたらいいのでしょうか。 

・相続や遺贈によって取得した土地や建物の取得時期はいつからでしょうか。 

・相続放棄の手続きが完了するまでの空き家の適正管理は誰の責任になるのでしょうか。 

・所有者の所在が不明な場合や相続人がいない場合における民法上の手続きについて教えて下さい。 

・空き家の民法第 239 条 2 項(無主の不動産の国庫の帰属)を適用することはできますか。 

・登記費用はどのくらいかかりますか。 

・成年後見制度とは？成年被後見人・被保佐人・被補助人の違いについて教えて下さい。 

・空き家の所有者が認知症なのですが、空き家の処分を身内でできますか。 

税 制 

・空き家を活用する場合と解体する場合で、固定資産税はどのように変わりますか。 

・空き家を解体すると固定資産税が上がると聞きましたが、詳しく教え下さい。 

・空き家を譲渡した場合の譲渡所得は、どのように扱われますか。 

・固定資産税は借り主が納付してくれるのでしょうか。 

・相続税はどのくらいかかるのか教えて下さい。 

・空き家を贈与した場合の贈与税について教えて下さい。 

行 政 

・空き家の苦情・相談はどこにすればよいでしょうか。 

・隣の空き家の木が越境しており何とかしたいが、所有者が不明のため、どうすればよいでしょうか。

・隣の空き家が壊れかかっており、被害が及ぶ恐れがあるのですが、どうすればよいでしょうか。 

・県内で空き家バンクを運営している自治体はどこに聞けば分かりますか。 

・空き家を寄付したいのですが、どこに相談すればよいでしょうか。 
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②相談員の研修 

相談員については、協会事務局職員の宅地建物取引士（８名）及び一級建築士（５名）で構成。 

相談マニュアルの作成の場を相談員研修として位置づけ、相談員として知っておきたい項目の洗い出し

や、想定質問・回答例などについて自由討議を行った。 

 

□マニュアル作成研修会（建築士会会議室） 

実施日 内 容 出席者 

１０月８日（木） 

１８：００～ 

１９：３０ 

・空き家相談事業の説明 

・相談手順、関係団体等の確認 

・マニュアルの仕様等について協議 

広域相談員２名 

地域相談員２名 

１１月５日（木） 

１８：００～ 

１９：３０ 

・必要項目の洗い出し 

・目次やキーワードの整理（相談員全員が事前に空き

家に関する、想定質問、キーワード等を作成） 

・想定質問・回答例の内容確認 

広域相談員２名 

地域相談員２名 

１１月１９日（金） 

１８：００～ 

１９：３０ 

・マニュアルの構成や内容の最終チェック 

・マニュアルの使い方などの確認 

・相談員研修会の打合せ 

広域相談員２名 

地域相談員２名 

 

□事務局相談員基礎研修会 

日 時 平成２７年９月１７日（木） １３：３０～１６：００ 

会 場 宅建業協会会議室 

出席者 協会本店・県南支部・県北支部職員 ９名 

内 容 

（１）空き家相談事業概要について（国事業のほか県事業及び宮崎市事業を説明）

（２）空き家相談のポイント及び相談票について 

（３）インスペクションについて 

 

□空き家相談員研修会 

事務局相談員のほか、次年度以降の相談体制構築のため、協会

自主事業である不動産無料相談員も対象とした研修会を実施。 

また、研修会には解体工事業協同組合の組合員１１名も連携を

深めるため参加した。 

 

日 時 平成２７年１２月１６日（水） １３：３０～１６：００ 

会 場 ニューウェルシティ宮崎 

出席者 事務局相談員１１名及び不動産無料相談員（会員）３６名 

内 容 

（１）「空き家サポートサービス」のポイント 

講師 (株)三好不動産 資産活用部課長 小石 俊雄氏 

メゾンライフサポートリーダー 武井 崇敏氏 

（２）「建物解体」のポイント 

講師 宮崎県解体工事業協同組合 理事 原田 忠男氏 

（３）「建物診断・インスペクション」のポイント 

講師 延岡日向宅建協同組合 インスペクター 甲斐 義文氏 

写真１ 相談員研修会の様子 
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（４）「空き家相談マニュアル」について 

協会事務局長 宅建士・一級建築士 阿部孝治 

主な質疑 

・空き家管理をすることによって、どのように地域貢献に結びつくのか教えてほ

しい。 

・管理サポートに必要な資格等はあるのか。 

・解体費用は１㎡当たりの目安としてどれぐらいか。 

・インスペクションをしたほうが、やはり評価が高くなるのか。 

・インスペクション実施後に売買に結びついた実例があれば教えてほしい。 

 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

①県民向け・所有者向け「空き家相談・活用パンフレット」の作成 

空き家に関するよくある質問（Ｑ＆Ａ）や関連事業者リスト等をまとめたパンフレットを作成。 

各支部窓口、市町村及び関係団体へ配布した。 

 

図４ 空き家パンフレット（Ａ４版三つ折り） 
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４）相談事業の実施 

①無料相談窓口の設置と空き家何でも相談ダイヤルの設置 

協会本部を総合窓口として、県南支部及び県北支部を含めた３箇所に常設の相談窓口を１２月７日に

設置（ただし、事前の相談窓口について不動産無料相談窓口や市町村担当者と連携して案内し９月１６

日に設置し、試行開始）。 

できるだけワンストップで対応可能なように、原則として相談員は宅建士、一級建築士の有資格者と

した。 

電話相談については、県民が気軽に相談可能となるように、「空き家何でも相談ダイヤル」をフリーダ

イヤルとし広報し、相談対応を図った。 

 

図５ 相談体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県営住宅管理業務を担当する宅地建物取引士（８名）・一級建築士（５名が）対応 

 

②無料相談会の開催 

協会自主事業として実施している毎月第１・第３水曜日の「不動産無料相談会」を活用して広報し、

空き家相談についても同時開催に努めた。 

 

③専門相談・苦情相談の取り次ぎ 

専門相談窓口については、関係協力機関に相談対応を依頼し、相談窓口の一覧表を作成。 

専門相談があった場合の対応は、関係協力機関に相談者名と相談概要を、相談者には専門団体の連絡

先を伝える。相談員者は自ら専門団体に連絡・相談し、直接回答を得ることとなっている。 

特に、苦情相談については市町村への取り次ぎとしていることから、県開催の「市町村空家連絡調整

会議」に参加出席し、県作成の「空き家相談マニュアル」と協会作成のマニュアルを説明し、補完使用

などで連携を図っている。 
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④窓口の周知 

窓口の広報、周知については、協会ホームページ、新聞、新聞広告、県営住宅定期募集チラシに掲載

した。また、無料相談窓口開設のチラシを作成し、協会３支部窓口、市町村、関係団体、消費生活セン

ター等に配布した。 

 

図６ 空き家相談窓口チラシ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 新聞広告 (宮崎日日新聞に掲載) 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（半３段） １２月１２日掲載 
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（半３段） １月１１日掲載    

 

 

 

図８ 県営住宅定期募集チラシ 

(平成 28 年 2 月 7 日宮日新聞２５万５,０００部に折り込み) 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤相談実績 

・相談者は、全体２０名のうち、９０％の１８名が県内在住者であった。 

・相談方法については、大半の７５％１５名が電話相談で、残りは相談会での相談であった。特に「何

でも相談ダイヤル」のフリーダイヤル利用者は４名に留まった。 

・窓口を知った方法については、主にチラシなど３０％、新聞で２５％、市町村紹介２０％、協会ホー

ムページが１０％の実績であった。 

 

（アドパーク） 

１月４日 
１月７日   掲載 
１月１４日 

（ほっとガイド３段突出し） 

１２月２０日掲載 

定期募集チラシ

の紙面を活用 
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表５ 相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数 （集計開始時期：平成 27 年 9 月 25 日） 

 
相談方法 

電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

空

き

家

所

有

者

本

人 

管 理      ０ 

売 買      ０ 

賃 貸 ３     ３ 

解 体      ０ 

上記以外    ２  ２ 

複 合 ３     ３ 

小 計 ６ ０ ０ ２ ０ ８ 

所

有

者

本

人

以

外 

管 理      ０ 

売 買 １     １ 

賃 貸 １     １ 

解 体 １     １ 

上記以外 ４   ３  ７ 

複 合 ２     ２ 

小 計 ９ ０ ０ ３ ０ １２ 

空

き

家

利

用

希

望

者 

管 理      ０ 

売 買      ０ 

賃 貸      ０ 

解 体      ０ 

上記以外      ０ 

複 合      ０ 

小 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合 

 

計 

管 理 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

売 買 １ ０ ０ ０ ０ １ 

賃 貸 ４ ０ ０ ０ ０ ４ 

解 体 １ ０ ０ ０ ０ １ 

上記以外 ４ ０ ０ ５ ０ ９ 

複 合 ５ ０ ０ ０ ０ ５ 

計 １５ ０ ０ ５ ０ ２０ 

 

表６ 相談者の所在地別の相談方法 

相談者の所在地 電 話 メール 来 訪 相談会 その他 計 

県内在住者 １３   ５  １８ 

県外在住者 ２   ０  ２ 

計 １５ ０ ０ ５ ０ ２０ 
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表７ 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 27 年 9 月 25 日 

 

相談者 

の内訳 

具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、パ

ンフレ

ット 

都道府

県・市

町村の

広報誌

都道府

県・市

町村窓

口から

の紹介

連携団

体から

の紹介

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その他 合計 

相

談

窓

口 

都道府県

内在住者 
２ ６  ２    ３ １３ 

都道府県

外在住者 
   ２     ２ 

計 ２ ６ ０ ４ ０ ０ ０ ３ １５ 

出

前

相

談

会

等 

都道府県

内在住者 
      ５  ５ 

都道府県

外在住者 
        ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ０ ５ 

 

表８ 相談窓口別の相談件数 

 協会本部 

（広域） 

県南支部 

（地域） 

県北支部 

（地域） 
計 

相談件数 １８ ２ ０ ２０ 

 

表９ 相談事例 

相談者 相談方法 相談内容 相談対応 相談時間

３０代 

（県外在

住） 

電 話 

Ａ市より叔父が亡くなった後の

空き家について、「近隣住民より

苦情が寄せられている」との連

絡をもらった。この空き家の管

理をする責任は誰になるのか。 

空き家の管理は、一般的に

は相続人がすることにな

る。相続関係の整理につい

ては、司法書士等への相談

を勧めた。 

２０分 

５０代 電 話 

両親は健在だが、父所有の土地

家屋、田畑等がある。 

まだまだ先のことではあるが、

今後の処分等（売買・賃貸）に

ついて今後どのようにしていけ

ばいいか。 

資産の登記等を家族で確

認、話し合いがまず必要。

相続や生前贈与等について

も司法書士会等の専門家に

相談を。 

売買・賃貸等の仲介を依頼

する場合は、複数の業者を

紹介できる旨を説明。 

１５分 
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相談者 相談方法 相談内容 相談対応 相談時間

６０代 電 話 

実家が空き家。父が亡くなり母

が認知症で施設に入所。相談者

が時々行って外回りや家の中の

管理をしているが、このままに

しておけないと考えている。現

時点での処分は可能か。 

成年後見制度を利用する方

法が考えられる。急がない

のであれば、相続のほうが

比較的容易である旨説明。 

１５分 

６０代 相談会 

空き家の名義人（親）が死亡し

た場合、相続人は誰になります

か。 

法定相続人になります。 

配偶者１/２、子１/２です

が、子が３人いる場合は、

１/２を３人で分けるので、

子１人は１/６になります。 

相続は放っておくと、関係

が複雑になり、手続きが煩

雑しくなるので、早めに取

りかかったほうがいい。 

５分 

 

 

５）効果促進事業 

①県民向け空き家セミナーの開催 

空き家の適正管理や活用に係る県民及び所有者の意識の啓発や情報提供を目的として、「一般県民向け

空き家セミナー」を開催。 

 

日 時 平成２８年１月１７日（日） １３：３０～１６：００ 

会 場 ニューウェルシティ宮崎 

出席者 ７２名 

内 容 

（１）知っとくと便利「空き家の相続と登記」 

講師 宮崎県司法書士会 和田 輝氏 

（２）知っとくと便利「空き家の税金」 

講師 川越税理士事務所 川越 孝幸氏 

主な質疑 

・母が認知症で是非判断不能。相続人は一人ではあるが、成年後見制度を利用し

た方がいいのか、万一の死亡を待って、名義変更をしたほうがいいのか。 

・相続をする場合、相続税の他にどんな税金がかかるのか。 

・譲渡所得について、３,０００万円特別控除の適用対象となる「居住の用に供

しなくなった…」の居住の用の定義は？ 
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写真２ 空き家セミナーの様子         写真３ 空き家セミナ― 事前質問シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．事後評価 

（１）協会会員網を使ったアンケート調査から、空き家に関する意識の高さや、空き家の流通に関する問

題点等が把握できた。 

（２）相談マニュアルに関しては、建築士会へ作成を委託し、業務連携することによって協力関係の強化

につながった。今後は相談事例などを活用して、相続や税金などについては、「Ｑ」の項目を追加する

などの改善を行います。 

（３）相談件数については、目標５０件に対して２０件に留まった。主な理由としては、窓口開設の取り

組みが遅かったこと、新聞広告が２回と広報が不足していたことによる。このため、急遽「県営住宅

定期募集チラシ（２月７日折り込み）」に「空き家無料相談案内」を掲載した。これにより若干の相談

件数増となった。 

（４）県民向けセミナーは相談会を兼ねて実施。セミナーでは事前質問シートを配布することにより、相

談内容及び回答について具体的な相談事例として活用できた。 

   セミナー参加者からは、相続・税金のテーマについて好評であった。特に事前質問方式は、セミナ

ー後の質疑応答への以降がスムーズになり、参加者から好評であった。 

（５）市町村空家連絡調整会議や、移住促進・空家バンク研修会を通して、市町村の特定空家担当部署及

び空き家バンク担当部署との連携や体制づくりができた。また、体制不足の市町村を支援できる旨を

案内説明した。ただ、調整会議の取り組みが予定より遅くなっており、３月開催調整会議で、協会事

業の評価などについて意見交換を行うこととしている。 

 

４．今後の課題 

（１）相談員の育成と次年度以降の取り組み 

今年度は宅建士と一級建築士を中心に相談員を育成。今後は専門外の相続、税金、成年後見など、多

岐に亘る空き家問題について、継続的な研修による相談員育成が重要。 

（２）専門相談と関係団体ネットワーク強化 

今年度は、相談マニュアル作成や空き家セミナーを通して県建築士会や司法書士会と協力連携を図っ

た。今後は、更に関係団体とのネットワーク強化を図ることが重要。 

（３）県民の使い勝手のよい空き家相談のあり方 

今年度は「空き家無料相談窓口」開設が遅かったため、相談件数が低調であった。今後は、セミナー

と合わせた「空き家相談会」を開催するなど、県民にとって相談しやすい場の提供や広報が必要。 
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５．今後の展開 

空き家相談については、ますます必要性が高まることから、次年度以降については、協会常設の不動産

無料相談会を「不動産・空き家無料相談会」とし、自主事業として、本店・3 支部で引き続き取り組むこと

とする。 

 また、現在、実施している移住相談の一環として空き家相談も実施することとし、現在、住生活協議会

として実施している出前・移動住宅相談の一環として空き家相談も実施するなど、住生活協議会での取り

組みを働きかけるなど、工夫していきたい。 
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